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  現金主義事業者の仕入税額控除               

Ｑ：現金主義を採用している事業者です。

消費税の仕入税額控除の取扱いは、どうなり

ますか？                                         

                                              

Ａ：次のようになります。 

【解説】  

小規模事業者等に係る資産の譲渡等の時期

等の特例(現金主義の特例)の適用を受ける個

人事業者においては、資産の譲渡等及び課税

仕入れを行った時期は、その資産の譲渡等に

係る対価の額を収入した日及びその課税仕入

れに係る費用の額を支出した日とすることが

できるとされています。  

他方、仕入税額控除の適用を受けるために

は、一定の事項を記載した帳簿及び請求書等

の保存が必要となります。 

したがって、現金主義の特例を適用する個

人事業者であっても、原則として、課税仕入れ

に係る適格請求書等の保存がない場合には、

その課税仕入れにつき、仕入税額控除の適用

を受けることはできません。  

しかしながら、その課税仕入れが適格請求

書発行事業者から行われるものである場合に

は、その支出した日の属する課税期間におい

て適格請求書の交付を受けられなかったとし

ても、事後に交付される適格請求書を保存す

ることを条件として、その支出した日の属す

る課税期間において仕入税額控除の適用を受

けることとして差し支えないこととされてい

ます。 
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